
刈谷市行政評価制度の実績 

（平成23年度～平成25年度）分析 
平成２６年１月２３日 
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Ｑ１. 事務事業評価制度を知っているか。（Ｎ＝４４８） 
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事業を詳しく理解・把握することにつな

がる。 

事業が「何を目的」に「誰のため」に実

施されているかを再認識した。 

人件費を含めたコストを把握できた。 

「やらされ感」がある。 

Ｑ２．事務事業評価シート作成の効果にはどのようなも

のがあるか。（Ｎ＝３１５） 
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事業概要書としての活用 

事務の引継資料としての活用 

各種個別計画の進行管理に関する調

査としての活用 

事業の方向性や手法の見直しを検討

する際の資料 

活用できる要素はない。 

Ｑ３．事務事業評価シートの活用に有効な方法は？ 

（Ｎ＝３３０） 

知らない８％は企業会計、事務事業
の少ない部署、新規採用などである
ので、概ね全職員に浸透していると
読み取れる。 

・事業の理解、把握、目的の再認識＝原点回帰に効果的である。 
・人件費を含めたコストについては課題がある。 
・「やらされ感」を感じている職員が少ない。 
 ⇒職員は制度の効果を感じている。 ・事業概要書、方向性や手法の見直しに有効と感じている。 

・活用できる要素がないと感じる職員は少なく、有効的なツールである。 

アンケート概要 

 
 対象職員数  ５９５名（課長級以下） 
 有効回答数   ４４８名（回答率７５．３％） 
 実施期間 平成２６年１月６日～１０日 

職員アンケート 
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知っている 
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知らなかっ

た 

29% 

Ｑ４. 施策評価が実施されたことを知っているか。 

（Ｎ＝４４８） 
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あらためて、総合計画を意識する

きっかけとなった。 

施策全体の課題と今後の方向性を

把握することができた。 

施策に関係する部署を把握するこ

とができた。 

総合計画と事務事業の関係が整理

された。 

特に効果は感じられない。 

Ｑ５. 施策評価を行ってどのような効果があった

か。 

（Ｎ＝２５９） 

知っている 

85% 

知らな

かった 

15% 

Ｑ６． 行政評価委員会による外部評価が実施されてい

ることを知っている。（Ｎ＝４４８） 
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事業の目的を常に意識するようになった 

成果指標を意識するようになった。 

人件費を含めたコストに対する意識が高くなった。 

事業の手法・手段を見直すようになった。 

事業の終期を意識するようになった。 

他市の状況に対する意識が高まった。 

特に変化はない。 

Ｑ７. 行政評価委員会や事務事業評価を経てどのような変化があった

か。（Ｎ＝３２９） 

知らなかった職員のうち７２％は主事級職員 
評価者が係長級以上の職員であることが影響 
⇒若手職員への啓発が課題 

知らなかった職員のうち８６％は主事級職員 
⇒若手職員への啓発が課題 

実感を高め
ていく必要
がある。 

９割の職員
は効果を実
感している。 

・事業の目的、成果指標への意識が高まっている。 
・コスト意識、終期設定、他市の状況把握については、課題がある。 
・多くの職員が変化を実感している。 
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行政評価委員会によってどのような変化があったかに対する自由意見 

 事業に対するアカウンタビリティを意識するようになった。 

 事業説明と成果指標の内容・データの質の整合確保が大事と感じた。 

 成果指標、コストなど多少意識が高まったが、特に変化がないのが実情である。 

 事務事業に対する市民・学識経験者の視点を把握することができた。 

 行政サービスをどこまで拡大すべきか公平性、効率性を踏まえ明確な説明責任を果た

す必要性を認識できた。 

 民間視点での考え方を確認できた。 

 対外的に公表できる内容にしていこうとする意識が出てきたのではないか。 

 事業の必要性等について、外部目線を養うことが出来た。 

 傍聴をして、事業の目的及び手法・手段に対する意識の持ち方が高くなった。 

 第３者に説明するということ、意見を聞くことの重要性を再認識した。 

 事業が「何を目的」に「誰のために」実施されているのかを、「説明できる状態にしておく

ことが必要であること」を再確認した。 

 



事務事業評価制度の分析 

成果 

職員の意識が変わった。 

・アンケート調査結果より、事業の目的や成
果指標への意識が高まっている。 

事業達成への波及効果 
・目的の見直しによる実施方法の改善 
・指標見直しによる目標の明確化 
・総合計画との位置づけを再認識 
・他市との比較検証による市の状況把握 

今後の方向性 

アカウンタビリティの向上 
・事務事業評価シートをHP・市役所で公表 

成果指標の設定は発展途上である 

・多くの事務事業で指標が設定されたが、
成果指標の設定は発展途上である。 

・指標設定が困難な事業（福祉系など）が
ある。 

事務事業“評価”が全事業出来ていない。 
・「様式２」作成事業数 
  １年目：２０事業 
  ２年目：５８事業 
  ３年目：３８２事業 
 

【職員の負担軽減策：運用改善】 
 シート作成期間の短縮化 
• 実作業時間の短縮化による現場の負担軽減 
 
 財務課決算事務と照会方法の調整 

• 主要施策成果報告書と事務事業評価シート作
成・確認の照会方法の調整 

 
 評価対象事業の見直し 
• 備品等整備、選挙など 
 

財務課決算関係照会とのブッキング 

様々な活用方法が見出された。 
・事業概要書、引継資料 
・各種個別計画の進行管理調査 
・事業の方向性、手法の検討資料 

シート作成の業務負担 

課題 

予算査定に活かされない 
・事務事業評価では事業間比較が難しい。 

自主的な事業の見直しが進んだ。 
 Ｈ２２（導入前） 938事業 
            ↓ 
 Ｈ２４（導入後） 879事業  ※評価対象事業数 

【事務事業評価制度の発展】 

 シート作成期間の早期実施による効果的活用の
促進 

• 事業概要書、引継資料、各種個別計画の進行管
理への活用促進 

 成果指標設定へのチャレンジ 
 

 人件費に対する意識向上 
• 人工算定に目安時間を提示（○人工＝○時間） 
 他市との比較検証への意識向上 
 
 様式２の作成対象事業を増やす。 

 
 査定資料への定着化 
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行政評価支援システム導入の効果 

・決算資料（主要施策成果報告書）への活用 
・PDCAサイクル（予算‐評価‐決算）の確立 
・シート作成時間の大幅な短縮 

他市の状況に対する意識が低い 
※アンケート 

人件費を含めたコスト意識は発展途上 
※アンケート 

制度の効果を職員が実感している。 
・「やらされ感」を感じている職員は少ない。 

終期設定への意識が弱い。 
※アンケート 



施策評価制度の分析 

成果 

【施策評価・中間評価の実施】 
 平成28年度に実施 
  目標値：平成２７年度目標値（総合計画） 
  実績値：市民意識調査及び平成２７年度実績値 

今後の方向性 

より成果指標への意識が高まった 

・事務事業評価では困難だった成果指標の
設定が施策評価により成果とするものを見据
えることができるようになった。 

・新たな成果指標として補足指標を設定する
動きが出ている。 

全施策に対する事務局内部評価 
が実施できなかった。 

・全施策実施は時間的に困難である。 

今後の施策、実施計画への反映 

・評価に偏り、評価結果は直近の実施計
画は参考資料に止まった。 

・総合計画スタートから２年で、優先度の
判定が難しかった。 

【内部評価方法】 

 重要と判断される施策に対する企画財政部長ヒ
アリングの実施。 

• 外部評価対象施策は全施策実施 
• 係長以下の全施策のヒアリングを実施。 
• 市長・副市長報告までをスケジュール化。 

総合計画を意識した施策・事業の推進 
※アンケート 

運営体制 

・内部評価を充実するために、各施策を担
当割し、対応できる体制が必要。 

課題 

【新たな成果指標の設定】 
 既計画の指標に加え、新たな成果指標を設定。 

• 次回市民意識調査（平成２６年度予定）にて質問
項目を見直し予定。 

制度設計と運用に対する一定の評価 
・刈谷市オリジナルの評価シート 
 総合計画との対比、事務事業の体系整理 
 シンプルな課題と方向性の整理 
・外部評価時のヒアリング方法 
 効果的な説明方法、内部評価の位置づけ 

【施策評価シートの修正】 
 関連事務事業欄への新規事業の掲載。 

• 評価をふまえた今後の方向性と実施方法）を議
論できるよう、新規事業を明記する。 

新たな成果指標の設定が必要 
・現状の目標指標は活動指標が多い 

・早い段階で新たな成果指標を設定する必
要がある。 

【実施計画・予算化への反映】 

• 平成２９年度当初予算要求（実施計画含む）を中
間評価結果を反映した査定を実施。 
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若手職員ほど施策評価の認知度が低い 

・「知らなかった」２９％のうち、２１％が９年
目以下の職員（主事級）である。 

施策評価の効果を職員は実感している。 
※アンケート 

施策全体の課題と今後の方向性の抽出 
※アンケート 

施策と事務事業の関係・体系が整理された。 
※アンケート 



行政評価委員会の分析 

成果 
 
○職員の意識改革・能力向上 
・成果指標への意識向上 
・目的の再認識 
・説明責任への意識と説明力の向上 
 
○アカウンタビリティの確保 
・一般公開による外部評価の実施 
・インターネット配信の実施 
・会議録、報告書の公開 
 
○次年度予算への反映 

・行政評価委員からの指摘事項を次年度査定に
活用 
 
○効果的な委員会の運営方法 
・意見をとりまとめない方法 
 ⇒７名の異なる視点から、多様な意見、 
   改善提案をいただくことができた。 

 

より効果的な委員会の実施 
 

 平成２６年度以降の外部評価実施方法 

・先進事例の傾向を参考に、刈谷市が求める外
部評価を実施する。 
 
 スケジュールの調整 
• 効率的な外部評価の実施 
• 外部評価実施結果報告書の早期作成 
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今後の取組 



他自治体の行政評価制度運用方法の経緯 

春日井市（愛知） 札幌市（北海道） 藤沢市（神奈川） 

外部評価の
変遷 

【事務事業評価】 
H16~H18 事務事業評価（総点検） 
H19     課題事業ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ評価 
【施策評価】 
H22~23  施策評価 
        市民委員会評価（H22） 
H24     総合計画審議会による進行  
        管理・評価に移行 

H17 事務事業評価 
H18 施策評価 
H19 事業仕分け（委員仕分けと市民仕分け） 
     事前質問方式導入 
H20 4施策59事業と大型公共施設を評価 
H21 3施策46事業、出資団体補助金評価 
H22~H23市出資団体（公社等）及び事業評価 
H24   「市民に身近な」3施策32事業を評価 
H25   「市民に身近な」3施策51事業を評価 

H21     行政評価制度見直し 
H21~H23 事業仕分け（H23ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ） 
H23     テーマ型を一部実施 
H24           テーマ型外部評価（試行） 
       「課題解決型外部評価」 
H25             テーマ型外部評価（導入） 
       「カイゼンふじさわ」 

移行タイプ 施策評価移行型 施策と関連事務事業移行型 テーマ設定移行型 

補足説明 平成22年度に市民委員会評価として
施策進行管理と市民提案事業を試行。 
平成24年度から総合計画審議会によ
る進行管理・評価に移行。 

平成24年度から委員会が設定したテーマに無

作為抽出でえら選ばれた市民で公開型ワーク
ショップを実施。結果を外部評価に反映。 

平成23年度の事業仕分け時に全34事
業のうち8事業をテーマ型として実施。 
他の事例：名古屋市 
テーマ設定方法が課題。 
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小田原市（神奈川） 枚方市（大阪） 大津市（滋賀） 

外部評価の
変遷 

H21 事業仕分け（80事業） 
H22   行政改革指針策定 
H23~ 行政改革アクションプログラム 

H22 事業仕分け（36事業） 
H22   施策評価（全施策） 
H23   施策評価（全施策） 
H24   施策評価（全施策） 
H24   事務事業総点検 
H25   事務事業総点検（二次評価メイン） 

H20~H22 事業仕分け（全65事業） 
H23       施策評価（57施策中13施策） 
H24     施策評価（57施策中8施策） 
 

移行タイプ 行革移行型 施策評価移行＋事務事業総点検回帰型 施策評価移行型 

補足説明 他の事例：長浜市、常滑市 事務事業総点検は専門の「事務事業総点検
員会議」を設置。 

対象施策を絞って外部評価を実施。 
 

※事務事業評価は通常業務として実施している。 


